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     契約の目的 　契約の方法 　　契約の相手方 契約金額

県内児童・生徒向けの原子力ハンド
ブック等(茨城県）

一般競争 凸版印刷（株）水戸営業所 21,905,910

新聞及びラジオ広報を用いた原子力
広報業務の委託(茨城県）

一般競争 （公社）茨城原子力協議会 6,350,400

基礎知識普及啓発のためのコミュニ
ケーター養成講座の委託(茨城県）

一般競争 （公社）茨城原子力協議会 1,231,200

原子力広報用展示品改修（大洗町 随意契約（見積合わせ） （株）ロココ企画装飾 1,198,800

引き続き原子力・放射線に関する普及啓発の取り組みを継続し，正確な基礎知識の伝達に努める。また，これらの事業が効果を発揮している
ことが確認できるようなアンケート等の実施を今後検討していく。

成果及び評価に係る第三者機関の活用の有無

本事業に来年度以降も交付金を充当する場合の本事業に係る基本的な考え方

交付金事業の概要

交付金事業の成果及び評価

なし

県では新聞（７紙）・ラジオ（40回）による広報や，児童・生徒・県民向けの冊子発行（212,500部）等によ
り，多くの県民に対して原子力・放射線に関する基礎知識の普及啓発の取り組みを実施することができ
た。また，新たに平成27年度から新規事業として原子力と放射線の基礎知識普及啓発コミュニケーター
養成講座（７回）を実施したところ，事業初年度ながら講座理解度が８７％を達成し，広報に関する取り
組みが効果を発揮していることを確認することができた。
市町村においては，原子力関連図書の購入や，原子力見学会を実施し，原子力と放射線の基礎知識
の普及啓発を図った。

総事業費 67,299,533
67,224,230
44,878,508
22,345,722

調査事業　県内原子力施設立入調査，他県原子力施設調査，原子力安全対策委員会の開
催等
広報事業　新聞及びラジオ広報，原子力ハンドブックの発行，基礎講座の実施等
連絡調整　国等との連絡調整

交付金事業の実施に伴い締結された売買、貸借、請負その他の契約

茨城県内

茨城県，東海村，大洗町，日立市，ひたちなか市，常陸太田市，那珂市，水戸市，茨城町，鉾田市

広報・調査等事業
交付金事業名


